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人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（AI法）の概要

法律の必要性

日本のAI開発・活用は遅れている。                             多くの国民がAIに対して不安。

イノベーションを促進しつつ、リスクに対応するため、既存の刑法や個別の業法等に加え、新たな法律が必要。

法律の概要

目的 国民生活の向上、国民経済の発展

基本理念
経済社会及び安全保障上重要 研究開発力の保持、国際競争力の向上
基礎研究から活用まで総合的・計画的に推進
適正な研究開発・活用のため透明性の確保等 国際協力において主導的役割

AI戦略本部 本部長：内閣総理大臣 構成員：全ての国務大臣
関係行政機関等に対して必要な協力を求める

AI基本計画 研究開発・活用の推進のために政府が実施すべき施策の基本的な方針等

基本的施策

研究開発の推進、施設等の整備・共用の促進 人材確保、教育振興
国際的な規範策定への参画 適正性のための国際規範に即した指針の整備
情報収集、権利利益を侵害する事案の分析・対策検討、調査
事業者等への指導・助言・情報提供

責務 国、地方公共団体、研究開発機関、事業者、国民の責務、関係者間の連携強化
事業者は国等の施策に協力しなければならない

附則 見直し規定（必要な場合は所要の措置）

世界のモデルとなる法制度を構築 国際指針に則り、イノベーション促進とリスク対応を両立。最もAIを開発・活用しやすい国へ。

成立：令和７年５月28日 一部施行：令和７年６月４日 全面施行：令和７年９月１日
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ＡＩのもたらしうるリスク・社会課題等
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人工知能戦略専門調査会 制度の在り方検討WG
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＜構成員＞※敬称略

○ 宍戸 常寿 東京大学大学院法学政治学研究科 教授

○ 生貝 直人 一橋大学大学院法学研究科 教授 

○ 岡崎 直観 東京科学大学情報理工学院 教授

○ 岡田 淳    森・濱田松本法律事務所 弁護士  

○ 岡田 陽介 株式会社ABEJA 代表取締役CEO／日本ディープラーニング協会 副理事長

○ 殿村 桂司 長島・大野・常松法律事務所 弁護士 

○ 永沼 美保 一般社団法人日本経済団体連合会デジタルエコノミー推進委員会 国際戦略WG主査
／日本電気株式会社 主席プロフェッショナル

＜目的＞
高性能AIモデルの登場により、AIを活用したシステムが悪用され、または予期せぬ挙動を生じ、その結果と
して経済社会システムに深刻な影響を与え、国民の生命・身体等に重大な危険を生じる事態が発生すること
への懸念が高まっている。
こうしたAIに関するリスクについては、諸外国においても関心が高まっており、高性能AIモデルの開発・提供を
行う事業者に対する法規制や、業界主導による自主規制の枠組みを整備する事例もみられるところ、我が
国においても、既存のAIに関する法制度の見直しを含め、制度の在り方を議論・検討することを目的として、
「制度の在り方検討WG」を人工知能戦略専門調査会※の下に設置する。

※人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（令和７年法律第53号）第28条及び人工知
能戦略本部令（令和７年政令第281号）第１条に基づき、人工知能戦略本部に設置される専門調査会をいう。
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